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第1部 総 論

第1章 通信及び情報化の現況

昭和53年 度の我が国の経済は,経 済成長率そのものは5.5%と3年 続 きの

5%台 にとどまったが,年 度後半には設備投資を中心 とした民間需要の盛 り

上が りがみられ るなど,石 油危機後5年 目にして初めて国内需要主導型とな

り,本 格的な景気回復を感 じさせるものとなった。

社会経済活動の基盤をなす通信の分野は,こ のような経済動向と密接な関

連を有している。53年 度においては,日 本電信電話公社(以 下 「電電公社」

とい う。)予算において,建 設勘定予算が,補 正後1兆6,400億 円と,過 去

最高であった前年度に次 ぐ規模の投資額となった。一方,一 般加入電話の新

規架設数は前年度に引き続き予定数を大きく下回ったが,事 務用電話の架設

数が増加するなどの動きがみ られた。

また,ガ ット東京 ラウン ド交渉の政府調達問題に関連し,電 電公社の資材

調達問題を日本市場の閉鎖性の象徴の一つとして取 り上げ,批 判する動きが

米国内で急速に高ま り問題を大きくしたが,米 国との累次の交渉等の結果,

今後の交渉の枠組等について一定の合意を得た。

53年度の通信サービスの総生産額(収 入額)は,景 気回復の兆しを反映 し

て5兆4,159億 円と前年度に比べ6.4%の 伸びを示したものの,郵 便事業に

ついては,人 件費等の経常経費の増加により大幅な収支状況の悪化がみられ

た。

本章では,53年 度の通信について,ま ず年間の状況を概括的には握し,次

いで,通 信事業の経営,情 報産業及び通信関連産業の動向,家 計と通信にっ

いて,53年 度の社会経済動向との関連を明らかにし,更 に我が国の情報化の

動向及び諸外国における情報通信の動向について取 り上げることとする。
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第1節 昭和53年 度の通信の動 向

1通 信の動向

(1)概 況

ア.国 内通信 の動向

最近 の国内通信 の動 向は,第1-1-1図 の とお りである。

郵便サ ービスについてみ ると,53年 度 の内国郵便物数は142億 通(個)で ・

対前年度比4.3%の 増 加 とな り,51年 の料金改定前 の水準を上 回る結果 とな

った。

年賀及び選挙郵便物を除いた 平常信 の動 き をみ ると,116億 通(個)と な

り,対 前年度比5.0%の 伸 びを示 してい る。

これ を郵便サ ー ビスの生産額でみ ると,対 前年度比2.5%増 の7,503億 円

となった。

なお,利 用 状況を諸外国 と比較す る と,52年 度 の国民1人 当た りの差 出通

数 は,120.6通 と,米 国の428.7通,英 国の172.7通,西 独 の190.9通 と比

第1-1-1図 国内通信の動向(
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べ てなお相 当のへだた りがあ る。

電 信サ ー ビスについてみ ると,電 報の発信通数は,38年 度 の9,461万 通 を

ピー クに毎年減少を続けて きたが ,53年 度 においては,3,919万 通 と対前年

度 比0.8%の 微 増 となった。 また,利 用 内容 をみ ると慶弔電報 の全体に 占め

る割合 が年 々増加 し,53年 度 では70.0%と な った。その反面,「 チチキ トク」

といった緊急 内容 の電報はわずか0.5%を 占 めるにす ぎな くな ってい る。

また,国 民1人 当た りの利用通数 は年 間0.3通 と少ないが,英 国,西 独等

の0.1通 に比べ ると高い値を示 している。 これは慶弔電報 の利用が多 いこと

な どに よる もの とみ られ る。

加入電信加入数は,51年 度 末の7万6千 加入を ピークに減少傾 向 とな り,

53年 度 末 は6万7千 加入 と,対 前年 度比7,5%の 減 少 とな った。 これは,新

規需要 の伸 び悩み に加え,51年 の 料金改定 の影響 によ り,契 約 解除 が依然 と

して続 いてお り,デ ータ通信や ファクシ ミリ等 の他 の通信 メデ ィアへ の移行

が あったため とみ られ る。

53年 度 のこれ ら電信サ ービスの生産額 は,加 入電信加入数 の減少 のため,

702億 円 と対前年度比3.8%の 減少 となった。

53年 度末 の加入電話等加入数 は,3,640万 加 入 に達 した。 この うち一般加

入 電話 につ いては,増 設予定数160万 加 入に対 し,27万 加 入減 と前年度並 の

133万 加 入が増設 され るに とどまったが,事 務用電話の増設 数が25万 加 入 と

対 前年度比44.5%の 伸 びを示 した。 また,地 域集 団電話につい ては,22万3

千 加入 が一 般加入電話 に変更 された。

電話の普 及状況 についてみ ると,人 口100人 当 た りの加入電話普及率は,

31.5加 入,住 宅 電話 世帯普及率(100世 帯 当た り)は69.4加 入 となった。

また,電 話機 数では,米 国 に次 いで世界第2位,人 口100人 当た り電話機

数 では,米 国,ス ウ山一デン,ス イス,カ ナ ダ,ニ ュー ・ジーラン ド,デ ソマ

ー クに次 いで第7位 に位置 してい る。一般加入電話に占める住宅用電話の割

合 は66.8%に 達 した。 この よ うな住宅用電話の普及が進行 してい る中で,電

話 に対す る国民 のニーズは高度化,多 様化の傾向を強 め,各 種 の附属装置等
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においても全体的 に着実に増加 している。電 電公社 が提供 している附属装置

等 の うち,親 子電話は468万 個 に も及 び,プ ッシ ュホ ン244万 個,ホ ー ムテ

レホン64万 セ ッ ト。 ビジネスホ ソ355万 個,電 話 フ ァクス1万1千 台 とな っ

てい る。 また,従 来か らのサ ービスに加え 「普及形 ホームテレホ ン」・「プ ツ

シ ュ式ス ピーカホ ン」,「 クロスバ ー式小容量構内交換設備」等 が,新 た に提

供 され るよ うにな った。

電話サ ービスの生産額 については,対 前年度比5.1%増 の3兆2,225億 円

とな った。

なお,農 林 漁業地域 の通信手段 として利用 され てい る有線放送電話 の端末

設備 は,前 年度 に比べ て5.8%減 少 し187万 台 となった。

また,53年 度 の有線放送電話 の生産額 は,前 年度 に比べ4.7%減 の182億

円 となった。

専用サ ー ビスは,企 業 の情報流通量 の増加傾 向に伴 い,電 話 のほか,デ ー

タ伝 送,模 写伝送等多様 な用途 に利用 され ている。

その利用動 向を回線数(L規 格を除 く。)で み ると,53年 度 末現在,対 前

年度 比3.9%増 加 し28万9千 回線(高 速模写伝送サ ー ビスか らG規 格 への移

行分 を含む。)と な った。 これを規格別にみ ると,主 として 通常 の音声伝送

に利用 され ているD規 格が,21万3千 回線 と,全 体 の73.7%を 占 めている。

専用サ ー ビス については,53年4月,料 金改定 と符号品 目の新設等 が行 われ

た。53年 度 の専用サ ー ビス の生産額は,料 金改定 の影響 もあって対 前年 度比

29.1%増 の778億 円 とな った。

飛躍的 な発展を遂げ てきたデ ータ通信は,53年 度 も順調 に推 移 し,デ ータ

通 信 システム数 は,前 年度 に比べ26.2%増 加 し,3,468シ ス テ ム(私 設 シス

テ ムを除 く。)と な った。

デ ータ通信 回線 の うち,特 定通信 回線 は6万7千 回線 と 前年度 に比 べて

14.3%増 加 してお り,公 衆通信 回線 も1万6千 回線 と対前年度比33.8%の 堅

実 な伸びを示 している。

このよ うな状況の下で,電 電 公社 のデ ータ通信 サー ビスの生産額 は,前 年
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度比 で25,5%増 加 し1,163億 円 となった。

放送関係では,テ レビジ ョン放送 は国民 の間 に広 く普及 してお り,日 本放

送協会(以 下rNHK」 とい う。)の 受信契約総数は,53年 度 末において対

前年度比2.2%増 の2,839万 件 となった。 この うち,カ ラー契約は,2,529

万 件 とな り,契 約総数 の89.1%と な ったが,普 及の進展 とともに年度増加数

の伸びは鈍化 している。

一方
,ラ ジオ放 送は,カ ー ラジオ及び ラジオ ・カセ ッ ト等,若 い世代 を中

心 とした需要 に支 え られ て地道 な発展を続けている。

放送サ ービスの生産 額については,NHKで は 対前年度比2.4%増 の2,092

億 円 とな った。 また,民 間放送 では,ス ポ ッ ト収入を 中心 とす る広告料収入

の伸びに支え られ て対前年度比12.9%増 の8,279億 円 とな っている。

イ.国 際通信 の動 向

最近 の国際通信 の動 向は,第1-1-2図 の とお りである。

外 国郵 便物数(差 立及び到着)は,対 前年度比2.4%増 の2億2,155万 通

(個)で あ った。通常郵便物 の地域別交流状況をみると,差 立 で は,ア ジア

州が最 も多 く29.9%を 占め,到 着では北 アメ リカ州が35.7%と 最 も多い。 ま

た,航 空便 の占める割合は,年 々上昇 してお り,差 立及び到着 を含めた外国

郵便物数全体 で,53年 度 は78,1%と な った。

国際電信サ ー ビスについてみる と,国 際電報は国際加入 電信 の普及等に よ

り,近 年停滞 の傾 向にあ り,53年 度 におけ る取扱数 は412万 通 と前年度に引

き続 き7.8%の 減 少 とな った。地域別 にみ ると,ア ジア州が最 も多 く55.7%

を 占めている。

国際加 入電信取扱数 は活発 な貿易活動 に支え られ,対 前年度比18.8%増 の

2,786万 度 となった。 また,53年 度 末の国際加入電信加入数は6,474加 入,

電 電公社 の加 入電信加入者 で 国際利用登録を している者の数は,1万7,329

加 入 で,そ れぞれ順調 な伸びを示 してい る。

なお,国 際電信サ ービスの生産額は,対 前年度比12.9%増 の498億 円 とな

った。
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第1-1-2図 国 際 通信 の 動 向
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国際電話サ ー一ビスについ てみ ると,そ の通話度数 は対前年度 比29。5%増 の

1,569万 度 とな り,こ れを生産額 でみる と対前年度比20.7%増 の566億 円 と

なった。対地別では アジア州が最 も多 く,37.3%を 占 めてい る。 なお,48年

3月 に開始 された国際 ダイヤル通話は,全 発信度数 の20.6%を 占 め ,52年 度

に比 べ約102.3%増 の急成長を遂げ てお り,今 後国 内利用可能地 域の拡 大 と

ともに増加す る ことが予想 され る。

貿 易商 社や銀行等 で利用 され てい る国際専用 回線等 のサ ー ビスは,53年 度

末現在で音声 級回線171回 線,電 信級 回線571回 線 とな り,前 年度 に比べ各

々10・3%,9・8%の 増 加 となった。 これをサ ー ビスの生産額 でみると対前年

度比0.5%増 の95億 円 となっている。
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通信サービスの生産額

(単位:億 円)

区 別 52年 度 53犠1増 ・減率(%)1 備 考
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ヨ
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1,210,961
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5.3事 業 収 入

国際電電の電話収入

2.5

電電公社の電信収入

国際電電の電信収入

25.3

電電公社の専用収入
(データ通信収入を
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国際電電の専用収入

… 離 灸社のデータ通

13・3展 墜醜 のその他の

2.4
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13.0
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民間放送各社のラジ10.6 オ営業収入

民間放送各社のテレ
ビ営業収入

6.4

lO.0

9.5

(注)1.右 線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」(昭和54年 版),
その他は各年度決算による。
2.国 民総生産,民 間最終消費支出は,経 済企画庁資料による。
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(2)主 な 動 き

ア.ひ っ迫する郵便事業財政と年末年始郵便業務の混乱

郵便事業財政は,48年 のオイルショックに端を発 した経済情勢の変動及び

料金改定の遅れにより,50年 度末には2,475億 円の借入金を抱えるに至った

が,51年1月 の料金改定により,51年 度及び52年度においてはそれぞれ単年

度で601億 円と183億 円の黒字を計上 し借入金を減少させることができた。

しかし,53年 度には人件費等の経常費増などの影響もあって再び239億 円の

赤字を生ずることとなった。 このため,53年 度末における累積赤字は1,900

億円を上回ることとな り郵便事業財政は再び悪化す ることとなった。

一方,53年 度の年末年始郵便業務は全逓労組の業務規制闘争が長期にわた

って行われたため,全 国的に郵便物の滞留が生 じ,ま た,年 賀郵便物 も配達

が大幅に混乱した。

イ,ふ みの日の設定

郵政省は,毎 月23日を 「ふみの日」と定め,手 紙を書 く運動を全国的に展

開することとし,54年3月 から積極的にキャンペーンを推進してい くことと

した。 この 「ふみの目」は電話の普及等により,い わゆる手紙離れ ・文字離

れが個人的通信の分野にみられることから,広 く国民に手紙を書いてもらう

ことにより,生 活の中にものを書く習慣を取 り戻 していくとともに,人 と人

との心の触れ合いを盛んにしたいとい う趣 旨から設け られた ものである。こ

の運動を通 じ,r手 紙』の良さを 多 くの国民に再評価してもらい,そ れによ

って手紙文化 ・文字文化の見直し気運を醸成 していこうとするものである。

ウ.ダ イヤル自動化の完了

電電公社は,28年 度以降数次にわたる電信電話拡充5か 年計画により,電

話のダイヤル自動化を進めてきたが,54年3月14日,東 京都利島並びに沖縄

県南大東島 ・北大東島における自動化を最後に,全 国のダイヤル自動化を完

了した。電話のダイヤル自動化は,関 東大震災による通信設備の壊滅的な打

撃の復興を契機に,そ れまでの交換手が接続する 「手動交換」に替え,大 正

15年1月 に東京中央電話局京橋分局で自動交換機とダイヤル式電話機による
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「自動交換」を行ったのが最初であるが,明 治23年 の電話事業創業以来89年

目,ダ イヤル自動化を開始 してから54年 目にして,長 年の悲願であった 「全

国どこへでもす ぐかかる電話」が実現した。

エ.海 事衛星通信システムの進展

大洋を航行する船舶と陸地を結ぶ通信は,80年 前に長距離無線通信方式が

人命と船舶の安全確保の見地から導入されて以来,短 波や中波による無線通

信方式が旧態依然 として続いていた。しかし,通 信の安定維持の困難性等短

波通信システムの宿命的限界を解決するため,衛 星通信技術を利用したシス

テムが必要と考えられてきた。この観点から実現したものが海事衛星通信で,

現在,米 国のマリサ ット・システムを利用して行われている。このマリサ ッ

ト・システムのイン ド洋衛星向け海岸地球局が,国 際電信電話株式会社(以

下 「国際電電」とい う。)の山口衛星通信所に完成し,53年11月18日 からイソ

ド洋海域などの船舶を対象とした電話 ・テレックス通信の送受信業務を開始

した。既に太平洋海域をカバーするサンタポーラ海岸地球局と大西洋海域を

カバーするサウスベ リー海岸地球局により,両 海域上の船舶への業務は開始

されてお り,山 口局の開局で三大洋をカバーする世界的規模の海事衛星通信

サービスの提供が可能 となった。

一方,恒 久的国際機関として海事通信を改善するために必要な宇宙部分を

提供することを目的としている国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)の 設立

に関しては,1976年9月3日 にロンドソにおいて 「国際海事衛星機構に関す

る条約」が署名のために開放され,1979年7月16日 に発効してインマルサ ッ

トが発足 した。

オ.海 底ケーブル建設計画の進展

増加する通信需要に対処するとともに,通 信の安定的確保をはかるため,

日本 ・韓国間海底ケーブル建設に関して両国間で協議がなされてきたが,郵

政省は53年6月16日,国 際電電が韓国逓信部と共同で,こ のケーブル建設に

参加す るための日本 ・韓国間海底ケーブル建設保守協定を締結することに関

して認可を行った。 この海底ケーブルの全長は280kmで,電 話換算2,700
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回線の容量を持つ ものであり,55年 末に完成する予定である。

一方 ,東 南アジア諸国連合(ASEAN)5か 国は,各 国を相互に結ぶ海底

ケーブル網を1983年 ごろまでに完成する計画を進めているが,53年8月 に完

成 したフィリピン・シソガポール間海底ケーブルに続き,計 画実施の第二段

階としてインドネシア ・シンガポール間海底ケーブルが建設されることとな

った。郵政省は,54年4月24日,国 際電電に対して同社がこの建設に参加す

るため,イ ソドネシア ・シソガポール間海底ケーブル建設保守協定を締結す

ることに関しての認可を行った。同ケーブルは,長 さ約1,100km,電 話換算

480回 線の容量を有し,55年6月 に完成する予定である。

カ.テ レビジョン多重放送時代の到来

53年9月28目 のNHK及 び 日本テレビ放送網株式会社を皮切 りに,54年3

月までに民放10社 が実用化試験局 として免許を受け,ス テレオホニック放送

・2か 国語放送のテレビジョン音声多重放送を開始した。また,53年12月25

日郵政大臣の諮問機関である電波技術審議会は,テ レビジョン放送 と同時に

文字や図形を流す文字多重放送の方式の基本について答申した。 この音声多

重放送及び文字多重放送は,既 存のテレビジョソ放送の電波にその放送とは

別の信号を重畳して送信する新 しい放送形態であって,電 波の利用上極めて

効率的である上,設 備面においても経済的なものである。

なお,電 電公社では,54年8月 か ら放送事業者の要望にこたえて,専 用線

として提供 しているテレビジョン放送中継回線の音声多重化を行った。

キ.民 間放送の超短波放送局(FM放 送局)及 びテレビジョン放送局の新

たな周波数の割当て

郵政省は,53年12月15日,放 送の多様化を図るね らいで,民 間放送の超短

波放送局を札幌 ・仙台 ・静岡 ・広島の各地域に,民 間放送のUHFテ レビジ

ョン放送局を静岡 ・熊本 ・鹿児島の各地域に,そ れぞれ新たに1局 開設でき

るようチャンネルプランを修正した。

民間放送の超短波放送に関しては,43年11月 の超短波放送用周波数割当計

画によって,中 波放送の再編成に伴い必要となる周波数の割当ては留保し,
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東京 ・名古屋 ・大阪 ・福岡の各地域においてのみ超短波放送の特質を生かし

た放送が実施 されてきた。しかし,そ の後,中 波放送の国際的調整問題の帰

す うについてその見通 しを得るに至ったため,民 間放送事業者による超短波

放送が,全 国的にできる限 り早期に実現できるよう,外 国の電波による混信

対策を要しないと認められ る地域のうちから,放 送需要の態様を勘案して周

波数割当てを進めることとしたものであ り,こ の周波数の追加割当ては10年

ぶ りのことである。

また,テ レビジョン放送に関しては,放 送事業の存立の基盤をなす各地域

の経済力が着実に向上してお り,地 域住民の放送番組の多様化に対する要望

も高まっている。このため,経 済力 ・人 口等から現在以上の民間放送の存立

が可能な地域については,テ レビジョン放送の数を拡大す ることとしたもの

であ り,民 間放送のテレビジョン放送局に関 しては,48年10月 以来5年 ぶ り

で周波数の追加割当てがなされたものである。

ク.中 波放送局の周波数変更

53年11月23目,中 波放送局の周波数が新周波数に変更された。これは50年

にジュネーブで開催された 「長 ・中波放送に関する地域主管庁会議」におい

て取 り決められた,従 来10kHz間 隔であった周波数を9kHz間 隔に置きか

えるという協定が,同 日発効したことに伴 うものである。

ケ.宇 宙通信実用化体制の進展

近年,通 信 ・放送分野等における衛星利用は世界各国において盛んになっ

てきてお り,我 が国においても衛星利用本格化に向けて各種実験が進められ

ている。例えぽ,電 離層観測衛星 「うめ2号 」は53年4月24日 に,実 験用中

容量静止通信衛星(CS)「 さくら」は5月15日 に,ま た,4月8日 に打ち上げ

られた実験用中型放送衛星(BS)「 ゆ り」も7月20日 にそれぞれ定常段階の

運用に移行し,郵 政省が中心となって実験中である。また,54年2月6日 に

打ち上げ られ一部装置の不具合か ら静止軌道投入に失敗し所期の実験が不可

能 となった実験用静止通信衛星(ECS)「 あやめ」は,55年 初めにその予備機

を打ち上げることになっている。 このほか,航 空海上技術衛星,電 磁環境観
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測衛星,通 信技術衛星の研究開発を推進 していくこととしている。

これらの実験の成果を踏 まえ,我 が国においても,実 用の通信衛星及び放

送衛星が打ち上げられることとなるが,こ れ らの衛星の管理体制を確立する

必要があるため,「通信 ・放送衛星機構」が,54年8月,通 信 ・放送衛星機

構法に基づき郵政大臣の認可を得て設立された。

なお,通 信衛星については,通 信衛星に関する技術の開発を進めるととも

に,利 用機関における通信需要に応 じることを目的として,57年 度に通信衛

星2号 一a(CS-2a)を,58年 度に通信衛星2号 一b(CS-2b)を 打ち上げるこ

とが宇宙開発計画(53年 度決定)に おいて決定されてお り,ま た,放 送衛星

については,人 工衛星によるテ レビジョソ難視聴の解消等を図るとともに,

放送衛星に関する技術の開発に資することを目的として,58年 度に放送衛星

2号 一a(BS-2a)を,60年 度に放送衛星2号 一b(BS-2b)を 打ち上げること

を目途に,関 係機関との間で,目 下,検 討が進められているところである。

コ.キ ャプテンシステム実験準備の進展

郵政省は,53年4月 にキャプテンシステムの実験構想を発表 して以来,電

電公社 と共同で実験準備を進めてきたが,54年2月28日,そ の実験業務を推

進する 「財団法人キャプテンシステム開発研究所」の設立を許可した。また,

実験サービス用情報素材については,新 聞 ・放送 ・出版 ・広告など関係各方

面からの提供協力の申出がなされてお り,こ れらの提供者により構成される

「キャプテンシステム実験サービス用情報素材提供協力会」が発足し,本 格

的な活動を開始している。実験は,東 京23区 内の電話加入者1,000名 を対象

に,約1年 間の予定で実施されることとなっている。

サ.新 しい技術の進展

53年度における通信技術の発展状況 としては,次 のようなものがある。

(ア)多 摩CCIS

郵政省は,同 軸ケーブルによる生活情報 システムの開発実験を,51年1

月か ら53年3月 まで,財 団法人生活映像情報システム開発協会生活情報シ

ステム開発本部に委託して行ってきたが,53年8月10日 に同システムの普



第1章 通信及び情報化の現況 一13一

及基盤 の整備を図 るため,55年 度 までの予定で同 システムの運用を再 開 し

た。 この第二段階の実験 は,第 一段階の実験調 査の成果 を踏 まえて,モ ニ

ターに好評で費用 ・便益比 のす ぐれた フラッシ_・ インフ ォメーシ ョン等

のサ ー ビスに重点を しぼ って運用 されてい る。

(イ)VRS

電 電 公社は,プ ッシュホ ソや簡易 キーボ ー ドか らセンタを呼び出 し,テ

レビ受像機を利用 して教養 ・娯楽 ・各種案内情報 をカ ラーの静止画又は動

画でサ ービス し,音 声 の同時サ ー ビス及び画像情報 の コピーも可能なVR

S(画 像 応答 システム)の 開発実験に成功 した。

(勢 う1己ファイバ

電電公社は,53年9月,心 線 換算総延長約910km,中 継 器総数115台

を 使用 した本格的な 「光 ファイバ ケーブル伝送方式 」の総合的な伝送 試験

に成功 した。 これに よ り,高 品質で経済的な伝送方式 として有望視 され て

い る同方式の実用化に大 きく近づ くものと期待 され ている。

(エ)超LSI

電 電 公社は,53年4月,世 界 に先駆 けて128Kビ ッ ト/チ ップの電子 ビ

ーム直接描画 による読出 し専用超LSI(大 規 模集積 回路)メ モ リの開発に

成功 した。読 出し専用 メモ リは固定的 な情報 の記憶用 として,各 種電子通

信 システムの端末機器等 へ幅広 い適用が進め られてお り,そ の適用領域の

一層 の拡大 と経済化を図 るため
,更 に集積度 の大 きなLSIの 開 発が 望 ま

れて いた ものである。

け)新 海底同軸 ケーブル

郵政省 は,増 大す る国際通信需要 に対応 して,将 来の銅に代えてアル ミ

ニゥムを外部導体 として使 用す るとともに,ケ ーブル システム全体 につい

て経済化 を指 向した 「新海底同軸 ケーブルシステ ム」の開発を終 え,そ の

結果 を54年3月29日 に 発表 した。

(カ)テ レメーターシステ ム

郵政 省は,53年7月25日,総 合テ レメーターシステ ム開発会議 を設け,



一14一 第1部 総 論

加入電話回線を利用 して電気 ・ガス ・水道のメーターの計量値を一体的に

自動検針する総合テレメーターシステムの実用化を検討 してきたが,54年

4月12日 に開発調査の中間報告をまとめた。

シ,マ スメディァ宣言の採択

1978年11月28日,パ リで開催された第20回 ユネスコ総会でマスメディア及

びコミュニケーションの役割に言及 している 「平和及び国際理解の強化,人

権の促進並びに人種差別主義,ア パル トヘイ ト及び戦争の扇動への対抗に関

するマスメディアの貢献についての基本的原則に関する宣言」が採択された。

この宣言の第1条 では,「平和 及び 国際理解の強化等のためには報道の自由

な流れ及び一層広いかつ一層均衡のとれた情報の伝播が必要であ り,こ のた

めにマスメデ ィアは指導的な貢献を果たす。」と,う たっている。 なお,本

件については,東 欧諸国等によって第16回 ユネスコ総会(1970年)で 提起さ

れて以降,毎 回のユネスコ総会で審議されてきた経緯がある。

ス.ア ジア ・太平洋電気通信共同体の創立

54年5月 にタイのバンコックでアジア ・太平洋電気通信共同体(APT)の

創立総会及び管理委員会の創立会合が開催され,54年7月1日 より活動を開

始した。

APTは,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監督下にある国際連合アジ

ア太平洋経済社会委員会(ESCAP)に おいて,ESCAP地 域の 電気通信業

務に関する均衡のとれた発達を促進するためにその設立が検討されていたも

のである。その後,APT設 立のためのアジア ・太平洋電気通信共同体憲章

が51年3月 の第32回ESCAP会 合において採択され,効 力発生条件が備わっ

た54年2月25日 に発効してAPTが 発足することとなった。

このAPTは,ア ジア ・太平洋地域において伸張著しい通信需要に対処 し

て,地 域的及び国際的電気通信網の完成を推進し,同 地域における電気通信

の発達を助長し,援 助することを目的としている。

なお,我 が国は電気通信に関する先進国とい う立場にかんがみ,同 地域の

安定的国際通信の確保のため並びに国際的連帯の観点か ら,積 極的役割 ・援



第1章 通信及び情報化の現況 一15一

助を果たす必要性を認識して,APT創 立に寄与してきた。今後はAPTを 通

じ,同 地域内の国際協力に努めることとしている。

セ.国 際無線通信諮問委員会総会の開催

53年6月7日 から国際無線通信諮問委員会(CCIR)の 第14回 総会が京都

で開かれた。このCCIRは,国 連の専門機関で電気通信に関する国際的調整

等を行っている国際電気通信連合(ITU)の 常設機関の一つで,無 線通信に

関する技術上及び運用上の問題を研究し,勧 告を行 う諮問機関である。

この第14回 総会では,ス ペ クトラム拡散方式等多 くの勧告 ・報告が承認

され,ま た,54年 秋に20年振 りに開かれる予定のWARC-79(無 線通信規則

及び追加無線通信規則の全般的改正のための世界無線通信主管庁会議)で の

関係規約改正のための技術的基礎をまとめた。

ソ.ガ ット東京 ラウン ド政府調達問題

48年9月,東 京において ガット閣僚会議が 開催され,そ の東京宣言によ

り,ガ ットの枠内における包括的な多角的貿易交渉の正式の開始 が 宣言 さ

れ,そ の後,日 本,米 国,EC等 の交渉参加国の間において,工 業製品関税

引下げ,非 関税障壁緩和のための協定類等について所要の交渉が行われてき

たが,54年4月12日 にはジュネーブにおいて,こ れ ら交渉成果の実質内容を

確認するための署名(い わゆる仮調印)が 行われた。しかし,非 関税措置に

関する協定類中の一つである政府調達に関する協定については,そ の協定の

適用対象機関(調 達体)に 関 し,日 米間においては引き続き交渉が進められ

てきているところである。

この政府調達問題は,基 本的には他の交渉参加国とのバ ランスを勘案しつ

つ,我 が国がこの協定の適用対象機関をいかなる範囲で定めるかの問題であ

るが,米 国との間においては,日 米貿易不均衡を背景とする対 日批判,日 本

市場の開放要求とも関連して大きな問題とな り,と りわけ,電 電公社への協

定の適用問題に関しては,そ の適用内容の質的 ・量的拡大をめ ぐって,日 米

間において幾度とな く交渉が重ね られた。この結果,54年6月2日,政 府調

達問題を含む貿易経済関係問題について日米間に合意が成立し,共 同発表と
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して公表 された。 この共同発表では,政 府調達問題に関し今後の交渉の枠組

みと手順について合意している。すなわち,相 互主義を電気通信市場開放の

基本原則として掲げるとともに,政 府調達に関する協定に係る電気通信分野

における調達体の範囲については,55年12月31日 までに日米間において合意

に達するべ く努力していくこととしているところである。

2昭 和53年 度の社会経済動向と通信

(1)通 信 事業経営の現状

ア,通 信事業の収支状況

53年 度におけ る通信事業 の収支状況 は景気 の回復基調に もか かわ らず,52

年 度 よ り若干,悪 化の兆 しが見 られ た。 これ は,人 件 費等の経 常経 費が増加

してい ることに よるものである。 以下個 々の事業について,53年 度 の収支状

況 を概観す ることとす る(第1-1-4表 及 び第1-1-5図 参 照)。

郵便事業 につ いては,51-52年 度 と黒字が続いた ものの,53年 度 にお いて

は,収 入 は8,191億 円(対 前年 度比3.0%増),支 出 は8,430億 円(対 前年度

比8.5%増)で239億 円 の赤字 とな り,年 度末におけ る累 積赤字は1,900億

円 を上 回ることとな った。

電電公社 につ いては,収 入は3兆6,224億 円(対 前年度比6.4%増),支

出 は3兆2,316億 円(対 前年度 比9.0%増)と な り,3,908億 円 の収支差額

が生 じた。収入 ・支出 とも52年 度 と比べ対前年度増加率が低下 してい るが,

52年 度 に引き続 き黒字 とな り財政基盤 の確立が一層 はか られ るこ と と な っ

た。

国際電電 については,収 入は1,292億 円(対 前年度比14.1%増),支 出 は

1,194億 円(対 前年度比14.8%増)で あ り,差 引 き98億 円 の収支差額 を計

上 している。 これは国際化の進展に よる国際通信需要 の堅調 な増加 を反 映 し

ているもの とみ られ る。

NHKに つ い ては,収 入 は2,146億 円(対 前年度比2.5%増),支 出 は

2,112億 円(対 前年度比10.3%増)で 差 引き34億 円の収 支差額 となった。
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第1-1-4表 通信事業の収支状況

区 別

郵便事業

電電公社

国際電電

有線放送電 話

NHK

民

間

放

送

ラジオ
アレヒ

兼営社

ラジオ
単営社

テレビ

単営社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年
度

2

3

FD

F◎

2

3

R
)
FD

2

3

FD
FD

2
3
FO
FD

2

3

ごQ

rD

2

3

FD
rO

2

つ
9

【り

5

2

3

5

「0

2

3

『Q

5

2

(0

ごO

FD

2

3

ごQ

ご0

収 入

百 万 円

795,619

819,103

(103.0)

支 出

総 額 人件
費率

百 万 円%

777,25071.1

842》97469.9

(IO8.5)

百 万 円.百 万 円%

3,403,5622,964,56433.8

3,622,3623,231,60633.4

(io6.4)(109.0)

百 万 円

113,223

129,205

(114.1)

万 円

2,230

2,284

(102.4)

百 万 円

209,421

214,589

(102.5)

百 万 円

8,609

9,645

(ll2.0)

百 万 円

2,843

3,218

(ll3.2)

百 万 円

7,649

8,538

(111.6)

億 円

4,302,320

4,789,051

(lll,3)

億 円

1,539,234

1,685,230

(109.5)

億 円

63,903

65,718

(102.8)

百 万 円%

104,00037.1

119,42736.7

(n4.8)

万 円%

2,24552.1

2,24351.5

(99.9)

百 万 円

191,463

211,170

(110.3)

百 万 円

7,633

8,448

(110.7)

百 万 円

2,544

2,837

(ll1,5)

百 万 円

6,724

7,449

(110.8)

億 円

4,162,710

4,609,447

(110.7)

億 円
1,473,172

1,598,036

(1085)

億 円

52,795

53,864

(1020)

%
36.5
36,0

%
33.1
34,0

%
28.4
28,5

%
20.6
21.2

%

潟

。
9

0

0

%

3

』

4

5

%
13.4
13.9

収支差額

百 万 円

18,369

△23,871

百 万 円

438,998

390,756

百 万 円

9,223

9,778

万 円
△15

41

円

58

D

万

3

沼

百

17
3

百 万 円

976

1,197

百 万 円

299
381

百 万 円

925

1,089

億 円

139,610

179,604

億 円
66,062

87,194

億 円

ll,108

11,854

収支率

%
97.7
102.9

%
87.1
89.2

備 考

郵便事業の直接収支
のほかに郵便事業に
係るその他雑収入及
び総係費等を含む。

損益計算書による総
合収支

;瀬 … …
%

コ

2

0

8

0

0
ノ

%
91,4
98.4

%
88.7
87.6

%
89.5
88.2

%
87.9
87.2

980施 設

910施 設

当
平

収
む

設
の

外
含

施

り
値
業
を

ー
た
均
事
支

損益計算書による総
合収支

社
社

■○

■0

3

3

社

社
17

17

54社

55社

1社 当た りの平

均値
1損益計算書にょ

る総合収支

%
96.8
96,2

%
95.7
94.8

%
82.6
82.0

大蔵 省 「法人企業統
計年報」及び 「法人
企業統計季報」によ
る。

資本金1,000万 円以
上の企業を対象とす

る。

(注)()内 は対前年度比(%)を 示す。
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第1-1-5図

130

120

収110

支

率100

/ノ'
・_ .こ ク'

郵便事業

NHK

_一_国 際竃 電

/電 電公 祉
し 〆}一 『民 間放 送

%o- 一_一
47年 度484950515253

(注)・ 収支率鍍 爆 ・1。・

2.民 間放送は全社(53年 度 は108社)の 平均値

である。

これによってNHKは,51年 度を初年度とする3か 年の経営計画の全体にわ

たって,収 支の均衡を維持することとなった。

民間放送については,収 入が広告料収入の堅調な伸びに支えられて,対 前

年度比13.0%増 の8,715億 円となったが,支 出が11.9%増 の7,621億 円とな

り,収 支差額は21.4%増 の1,094億 円となった。

イ.通 信事業の財務構i造

53年度における各事業体の財務比率は第1-1-6表 のとお りである。

郵便事業では,人 力依存度が高い事業の性格によるほか,一 部の局舎の借

入れ,輸 送の外部委託等の運営形態をとっていることにより,労 働装備率と

総資産に占める固定資産の比率は小さくなっている。また,前 年度に比べる

と負債比率が4.0%大 きくなっている。

全国的な規模の設備を有する事業の性格を反映して,電 電公社の総資産に

占める固定資産比率及び労働装備率は,そ れぞれ90.9%及 び2,065万 円で他
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第1-1-6表 通信事業の財務比率

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

NHK

民

間

放

送

ラ ジ オ
テ レ ビ

兼 営 社

テ レ ビ

単 営 社

ラ ジ オ

単 営 社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年度

2

3

5

rD

2

3

FO

R
)

2

3

rO

FD

2

3

F◎

rD

2

3

[Q

5

2

3

FD

rO

2

3

F◎

「0

2

3

rQ

rD

2

Q
u

rO

FD

2

3

FD

5

に
固
比

産
る
産

資
め
資

総
占
定
率

%
60.9

61.2

90,9

90.9

68.1

67。8

72.8

73.9

54.5

53.6

42.3

43.3

53.8

52。3

36.4

36.0

37.3

37,1

91.1

92.1

固 定

比 率

固定資産
対長期資
本比率

%
136.4

139.4

%
94.5

93.3

333.395,3

285.194.9

120.392.6

119.689.0

121.184.5

120.386.7

104.870.3

103.670.

100.064.6

10LI66.2

133。083.1

128.084.0

256.888.2

232.986.2

212.184.4

187.681.5

556.0116.2

551.8113.O

負 債

比 率

%
123.9

127,9

266.8

213.5

76.5

76.3

66.3

62,7

92.1

93.3

136.3

133。3

147.2

144.7

606,1

546.3

469,3

405.5

510.0

498.9

流 動

比 率

%
110.1

112,8

162.O

l84.6

122.5

137.3

189.2

170.3

202.6

197.4

i67,0

164.1

130.8

126.3

llO.0

111.5

ll4.9

117.7

42.4

44.1

労 働

装備率

千 円

3,319

3,568

19,142

20,648

12,306

12,543

8,014

8,253

6,571

7,422

7β77

8,653

4,169

4,612

4,652

4,614

4,321

4,243

52,798

52,156

(注)1.

前 ・当年度末平均従業員数

2.郵 便事業は,郵 政事業特別会計の数字を使用した。

3.全 産業,製 造業及び電気業については資本金1,000万 円以上の企業を対

象とし,「法人企業統計年報」,「法人企業統計季報」(大蔵省)に よる。

固定・・率 ・謹 茱 ・1。・

固定館 対長鞭 本比率 ・自己叢i韓 畿 負債 ・1・。

簸 比率 ・儲 本 ・1・・ 流動比率 ・嘉畿 審 ・IQ・

労働装備率:前'当 年度末平均(有 形固定資産一建設仮勘定)
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の通信事業及び他産業と比較 して非常に高い値を示している。53年 度におい

ては,収 支状況の良好な結果を反映 して固定比率及び負債比率 も改善され・

それぞれ285。1%及 び213.5%と なった。

国際電電では,ほ ぼ前年度 と同様の財務状況となった。ただ流動比率につ

いてみると,52年 度は若干の低下がみられたが,53年 度は51年 度並 となっ

た。

NHKで は,収 支が悪化 した ものの,負 債比率については昨年度に引き続 き

各事業体の中で最 も低かった。

民間放送においては,NHKと 比較して総資産に占める固定資産比率,労

働装備率のいずれ もが低 くなっている。

ウ.通 信関係設備投資の動き

通信事業は事業の性格か ら一般的に高度な技術に裏付けられた設備を多 く

必要とし,事 業 ・サービスの拡大及び改善のため毎年多額の設備投資が行わ

れている。53年度の通信分野における設備投資額は,1兆8,473億 円であ り,

各分野別にみると第1-1-7表 のとお りである。

第1-1-7表 通信関係設備投資額

区 別

郵便 事業

電 電 公社

国 際電電

NHK

民 間放送

十
一言

口

52年度

億 円
970

16,247

171

212

424

18,024

53年 度

億 円
1,064

16,398

219

208

584

18,473

増△減率

%
9.6

0.9

28.2

△2.0

37.7

2.5

内部資金
比 率

%
60.0

※

63.8

100,0

※

89.8

備 考

郵政事業特別会計の建
設投資額

減価償却額と有形固定
資産増加額から推定

(注)※ 印の電電公社 ・NHKの 数値については,資 金調達額に占める内部資金の

比率である。
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郵便事業では,老 朽狭あい局舎の改善を図 り郵便局の増置を行ったほか,

郵便物の処理の近代化 ・効率化の一環 として,53年 度においても郵便番号自

動読取区分機 ・郵便物自動選別取 りそろえ押印機等の省力機械が配備され,

引き続 き機械化が推進された。これらの設備投資額は前年度に比べて9.6%

増の1,064億 円であ り,そ の内639億 円が自己資金で,425億 円が財政投融資

(簡保資金)か らの借入金である。

電電公社においては,53年 度は対前年度比0.9%増 の1兆6,398億 円の設

備投資が行われた。 これにより一般加入電話は154万9千 加入の増設(地 域

集団電話から一般加入電話への種類変更22万3千 加入を含む。)が行われた。

また,国 民の高度化,多 様化する要求にこたえて,公 衆電話4万1千 個の増

設をは じめプッシュホン50万4千 個,ホ ームテレホン14万セ ット,電 話ファ

クス4千 台,ピ ソク電話8万5千 個等が設置され,局 舎の建設,通 信設備の

拡充並びに維持改良,加 入区域の拡大,デ ータ通信システムの建設等も行わ

れた。資金調達額は2兆2,134億 円であ り,こ の内,内 部資金は1兆4,113億

円,加 入者債券,特 別債券等の外部資金は8,021億 円とな り,内 部資金比率

は52年度の6α2%に 対 して53年度は63.8%と なった。

国際電電においては,219億 円の設備投資が行われた。これにより,山 口

衛星通信所におけるマ リサット用海岸地球局の完成,イ ンテルサ ットV号 衛

星用地球局の建設等通信設備の増設,日 本韓国間海底ケーブル等 の建設準

備,非 常災害対策設備の建設等が行われた。また,音 声級回線265回 線,電

信級回線207回 線が増設 された。

NHKに おいては,52年 度とほぼ同様の208億 円の設備投資が行われた。

テレビジョン放送難視聴の解消を目指 して,極 微小電力テレビジョン放送局

(ミニサテ)を 含め,総 合放送199局,教 育放送193局 を開設 した。 ラジオ

放送網の建設については,FM放 送5局 を開設した。また,画 質改善等のた

めのテレビジョン基幹放送所の整備,ス タジオ設備の整備,音 声多重放送関

係設備の新設等が進められた。

資金調達についてみると資本勘定の規模は314億 円であ り,こ の内,内 部
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資金は282億 円,放 送債券等 の外部資金は32億 円 とな り,52年 度 に比較 して

内部資金 比率 が若干低下 した。

民間放送においては,テ レビジ ョン放送 局625局 を 開設 し,対 前年度比

37.7%増 の584億 円 の設備投資 が行われ,ス タジオ及び放送設備等 が拡充 さ

れた。

(2)Il青 報 産業の動向

情報産業を,「 情報」 を商品 と して取 り扱 う産 業 とい う意味 で とらえる と・

対価 を得 て情報を伝送す る郵便 ・電話等 の通信業や,顧 客 の情報を対価 を得

て加工す る情報処理サ ービス業,情 報その ものの対価を得 て販売す る情報提

供サ ー ビス業等が あげ られ る。

また,こ うした経済活動を支え るもの として,ソ フ トウェア ・サ ービスや

ファシ リテ ィ ・マネージ メン ト ・サ ー ビス等 が存在す る。

(注)以 下の情報処理サービス業,情 報提供サービス及びソフ トウェア ・サービ

スの年間売上高は,「特定サービス業実態調査報告書」(通 産省)に よる。

ア.情 報処理サ ー ビス業

53年11月1日 現在で,情 報処理サ ー ビス業 の年間売上高 は,2,277億 円 と

前年度 に比べ7.8%の 増 加 とな った。 これを業種別 にみると事務計算 サー ビ

スが59.5%を 占 め,9.4%の 伸 び率を示 し,つ いでデ ータ作成 が26.8%を 占

め,10.1%の 伸 び率 となった。

イ.情 報提供サ ー ビス業

テ レホソサ ー ビスの提供 主体 は,公 共機 関,民 間企 業,福 祉団体等各界に

及び,53年 度 末のサ ービス件数 は2,640件 と対前年度比で2.5%の 減 少を示

したが,回 線数では1万4,316回 線 と5.9%の 増 加 とな った。サ ー ビス件数

を案 内種別でみ ると行政案内が9.1%,暮 らしの情報が8.0%,芸 能 ・音楽

案 内が7.4%と な ってい る。

一方
,情 報提供サ ービスの年間売上高 は,53年11月1日 現在 で271億 円 と

対 前年 度比13.9%の 伸 びを示 した。
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ウ.ソ フ トウ幽ア業

ソフ トウェア ・サ ービスは,53年11月1日 現在 で年間売上高890億 円 で,

前 年度 に比べ15.1%の 伸 びを示 した。

エ.そ の 他

有線 テ レビジ ョン放送の施設 数は,54年3月 末現在で2万2,369(う ち 許

可施設数225),受 信 契約者数 は231万4,426(う ち許可施設 によるもの35万

6,336)と な ってい る。 これ は前年度 と比較す ると,そ れ ぞれ14.6%(15・4

%),18.6%(32.9%)の 増 加 とな ってお り,こ の うち営利を 目的 としてい

る許可施設数は33,受 信契 約老数 は9万1,135で あ り年間利用 料は約9億5

千 万 円 とな っている。

有線音楽放送業は,54年3月 末現在で施設数586,加 入 老数約21万 と,前

年度 に比べ それぞれ1.0%増,8.7%減 となってお り,年 間利用料は約101億

円 に達 してい ると推定 され る。

53年10月 現 在 の新聞協会会員新聞社の発行す る一般 日刊 紙の総発行部数は

4,427万6,615部 で,前 年 同月に比べ116万3,094部,2.7%の 増 加 となっ

た。 これは1世 帯当た りで1.27部,人 口1,000人 当 た りで558部 となってい

る。

一方
,ニ ュース供給業 の うち一般 ニ ュースの53年 度における情報量の1日

平均 は新聞 向けが20万 字,放 送 向けが2万5千 字 と前年度 と同量で あ り,写

真 はそれぞれ90枚,11枚 と新 聞向け写真枚数が52年 度 よ り13枚 増 を示 してい

る。 また,外 電 の1日 平均は受信 が55万 語,送 信が18万 語 であ り,前 年度 と

同量 を示 した。

広告業の事業所数 は,53年11月1日 現在 で4,002と 前 年度に比べ0.8%減

少 したが,年 間売上 高は1兆9,100億 円 と6.9%の 伸 びを示 した。

53年 におけ る 出版業界の 推定実売金額 は,1兆2,294億 円 と前年 に比べ

7.8%の 増 加 とな り,3年 連続1け た台の成 長率 を示 した。内訳をみる と書籍

の推定発行部数が10億3,764万 冊 で6,259億 円,雑 誌では月刊誌が14億2,237

万 冊,週 刊 誌が12億921万 冊 で6,035億 円 になってい る。
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(3)通 信関連産業の動向

ア.通 信機械工業

53年 度 の通信機器 の受注実績額は,7,805億 円 で前年 度に比べ10・8%の 増

加 を示 した(第1-1-8表 参 照)。 内訳 では有 線通信機器 が6,208億 円で対前

年度比9.1%の 増 加,無 線通信装置が1,597億 円 で17.8%の 増 加で あった。

有線通信機器 の中では電話 機が対前年度比24.3%増 で,こ れ は押 しボタ ンダ

イヤル式電話機の伸びに よるものであ る。 また,電 子交換機が40.0%増,フ

ァクシ ミリが48.6%増 と大 幅な伸びを示 した。

需要部門別では,官 公需3,968億 円(対 前年度比7.1%増),民 需2,144億

円(対 前年度比28.3%増),外 需1,693億 円(対 前年度比1。5%増)と どの

第1-1-8表 通信機器受注実績額

区 別

有

線

通

信

機

器

電 話 機
1押しボタンダイヤル式)

交 換 機
(電 子 交 換 機)

電 話 応 用 装 置

置

ーリ

装

、、、
シ

言

ク

{

7フ

電

(

搬 送 装 置

有線通信機器用部品

計

無 線 通 信 装 置

合 十一一口

52年 度

億 円
306

(30)

2,074
(762)

644

471
(281)

1,396

798

5,689

1,356

7,045

53年 度

億 円
380

(76)

2,079
(1,067)

688

609
(417)

1,510

942

6,208

1,597

7,805

増 △減 率

%
243
(1517)

02
(400)

6.8

29.2
(48.6)

8.2

18.0

9.1

17.8

10.8

(注)()は 再掲である。

通信機械工業会資料による。
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部門 も順調に推移 した。

イ。電 線 工 業

社 団法人 日本電線工業会 資料 に よると,53年 度 の電線 の受注実績額 は,

9・091億 円 と前年度 に比べ4.4%増 とな り,3年 続 きの順調 な伸びを示 した。

この うち銅電線は8,175億 円 で4 .5%増,ア ル ミ電線は915億 円 で3,8%増

で あ った。

なお,銅 電線の品種 別では通信 ケーブルが1,788億 円で15.6%の 減 少を示

した。

需要部門別では官公需 が1,604億 円(対 前年度比17.9%減),外 需 が857

億 円(対 前年 度比12.2%減)と いずれ も減少 しているが,民 需だけは6,629

億 円(対 前年度比14.7%増)と 伸びを示 した。官公需 の うち電電公社 か らの

受注は1,467億 円 で前年度 に比べ20.2%の 減 少 となった。

ウ.電 気通信工事業

社 団法 人電信電話工事協会資料に よると,53年 度 におけ る電電公社 か らの

受注契約額 は,5,104億 円で前年度に比 べ14.1%の 減 少 とな った。 これ は加

入電話申込積 滞解 消 と全国 ダイヤル 自動 化が達成 した ことによる影響 と想定

され る。 この うち4,430億 円が通信線路工事,673億 円が通信機 械工事(伝

送無線工事を含む 。)で ある。

一方
,自 営PBX工 事 業界で組織 してい る社団法人全 国電話設備協会の会

員数 は53年 度末で1,202と な ってお り,こ の うち自営PBX工 事 等を行 って

いる工事業者は1,123に 達 している。 また,自 営PBX台 数 は約5千 台増加

し,7万9千 台 となった。

エ.民 生用電子機器製造業

通産省生産動態統計 によると,53年 度 の民生用電子機器 の生産 実績額 は,

2兆1,664億 円 と前年度 に比べ1.8%の 減 少 となった。内訳では,輸 出規制,

円高,現 地生産 の本格化な どに よる輸 出減に影響 され,テ レビが7,043億 円

で対前年度比8.7%減,テ ープ レコーダが6,176億 円 で2.4%減,ス テ レオ

が5,020億 円で2.9%減 とな った。 しか し,家 庭用VTRは2,128億 円 で41.6



一26一 第1部 総 論

%の 大 幅な増加 となった。

オ,そ の 他

ポ ケ ットベルサー ビスの53年 度末 におけ るサ ービス提供地域 は53地 域 で・

加入数 は82万6千 となってい る。53年 度のポ ケッ トベル会社 の営業収益 は

138億 円 で前年度 に比べ11.8%増 と順調に伸び続 けている。加入老 を業 種別

に見 る と販売業30.9%,建 設 業20.9%,サ ー ビス業16.0%と な っている。

(4)家 計 と通信

家計における1世 帯 当た り年間 の通信関係支出(郵 便料,電 報 ・電話 料及

び放送受 信料)は53年(1～12月)に おいて5万3,726円 で ある(第1-1-9

表 参 照)。 これは前年に比べ7.7%の 増 加 で,ほ とん ど電報 ・電話 支出 の伸

第1-1-9表 家計における通信情報関係支出

区 別

郵 便

電 報 ・電 話

放 送

通信関係支出
(計)

刷

教

交

印

育

通

物
(新聞を除 く)

新 聞

雑 費 支 出

全 消費支 出

43年 実績

円
1,021

4,934

2,8!6

48年 実績

円
1,628

16,089

3,7互2

8,771 21,429

22,52329,383

15,62324,490

8,03211,853

5,95410,023

278,051

763,285

531,329

1,345,394

52年 実績

円
3,210

40,389

6,281

49,880

60,353

43,348

21,459

L7,655

977,093

2,285,961

53 年

実 績

円
3,260

44,227

6,239

53,726

65,575

47,435

22,323

19,180

1,053,207

2,420,575

対前年
増減率

%

1.6

9.5

凸O.7

7,7

8.7

9.4

4.0

8.6

7.8

59

費
に
る

消
出
め
合

全
支
占
割

支
占
割

費
に
る

雑
出
め
合
%
0.3

4.2

0.6

5.1

6.2

4,5

2,1

1.8

%
0.l

I.8

0.3

2.2

2.7

2.0

O,9

0.8

43.5

「家計調査年報」(総理府統計局)に よる。

(注)各 支出額は1世 帯当たり年間(1～12月)支 出額である。53年 は家計調査報

告(月 報)の 数値を12か 月分加算したものである。
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び に よるもので ある。家計におけ る通信 関係支 出は全 消費 支出の2.2%,雑

費 支出の5.1%に す ぎないが,過 去の推移か らす ると,こ の10年 間 で6.1倍

と著 しく増加 してい る。 この主な原因は,第1-1-10図 よ り明らかな よ う

に電報 ・電話支 出の急増であ る。

第1-1-10図1世 帯当たり年間通信関係支出額

3

2

1

出支腰鋼

放
送
支
出

電
報
・
電
話
支
出

43刺4454647484950515253

「家 計 調 査年 報 」(総 理 府 統 計 局)に よる。
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第1-1-11図1世 帯当たり通信関係支出

雑費支出及び可処分所得の推移

250(45年=100)

200

150

100

年間通信関係支出
(実質,全 世帯)

年間雑費支出
、!!(実 質,全 世帯)

1か月平均可処
分所得(実 質,
勤労者世帯)

7043年44454647
484950515253

「家計調査年報」及び 「消費老物価指数年報」

(総理府統計局)に よる。

第1-1-11図 は1世 帯当た りの通信関係支出,雑 費支出及び可処分所得

をそれぞれに対応する消費者物価指数で実質化し,そ の推移を指数で比較 し

たものである。通信関係支出についてみれば,52年 は電話料金改定による影

響と思われる落ち込みがあったが,53年 は上昇傾 向を示している。

第2節 情報化の動向

高度に発達した現代社会では,各 機能が専門分化され,深 く相互依存する

社会構造となってお り,各 個人の生活 も同様に多 くの専門化された社会制度

に依存するようになってきた。社会がこのように大規模化,複 雑化するにっ



第1章 通信及び情報化の現況 一29一

れ,内 外社会にかかわる情報のニーズは,飛 躍的に増大すること とな っ た

が,近 年における電気通信 メディアの急速な発展 ・普及と,マ ス ・メディア

産業に代表される情報産業の成長によ り,情 報の伝達能力,処 理能力は著 し

く向上し,今 日,我 々は大量の情報を享受できるようになった。テ レビ,ラ

ジオ,電 話は言 うに及ばず,フ ァクシミリ,オ ンラインの座席予約や銀行預

金の引出し等のデータ通信についても,今 や 日常的に利用されている。

我々の生活は,新 鮮な大量の情報 と結び合わされてお り,情 報は我々の生

活において,も はや不可欠な存在となってきていると言えよう。

このように,情 報が大きな価値を生み出す現代社会にあっては通信の果た

す役割及び与える影響は,極 めて重要なものとなってきた。換言すれぽ,社

会の情報化の動向が我々の企業活動,目 常生活等あらゆる分野の動向と密接

かつ重大な関係を有 してきたと言えよう。

それでは一体,い つ,ど のようにして,ど の程度社会の情報化は進展し,

それによってどれだけの富が築かれ,ど れ程 の社会的利益あるいは損失があ

ったのだろ うか。

1情 報化社会と情報流通センサス

情報化の程度を定量的には握する方法については,電 話機の普及率,テ レ

ビ受像機の総台数,コ ンピュータのオンライン化率等,個 々のメディアにつ

いて各々異なった基準を用いて数値を提供することはできても,総 合的,全

体的に情報の量をは握することは,「情報」とい う性質からみて困難とされ

てきた。

郵政省が48年 度来実施してきた 「情報流通センサス」(注)は,こ の方面に

おける研究の1つ であり,あ らゆるメデ ィアによる情報流通を共通の尺度で

計量 し,情 報流通の実態について全体的には握しようとするものである。

以下この調査結果に従って40年 度から52年度にかけての情報化の傾向と,

52年度の結果について述べることとする。
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第1-1-12表52年 度情報流通センサス調査対象メディア

メ デ ィ ア グル ー プ 項 目 メ デfア

社 電① 公
② 公 社 移 動 電電営③ 自

④ 自 営 移 動 電⑤
有 線 放 送 電

話
話
話
話
話

⑥ 公 社 電 報

⑦ 加 入 電
⑧ 自 営 電

信
信

⑨ 公 社 デ ー タ 通
⑩ 自 営 デ ー タ 通
⑪ 私 設 デ ー タ 通

信
信
信

⑫ 加 入 フ ァ ク シ ミ

⑬ 自 営 フ ァ ク シ ミ

リ

リ

⑭ ラ ジ オ 伝⑮
菅ラ ジ オ 放

⑯ 蔚有 線 ラ ジ オ 放

送
送
送

⑰ テ レ ビ 伝⑱
菅テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑲ 菅有 線 テ レ ビ ジ ョ ン放 送

送

 

話電

報

信

電

電

デ ー タ 通 信

フ ァ ク シ ミ リ

オジラ

ビレア

 

電

気

通

信

系

き
紙
)ル一メト

が

クレZぴM

は
手
D　

⑳
⑳
⑫

便郵

聞
籍
誌
ー等シラげ物刷印告

新
書
雑
広

を

を

を

を

⑳
⑳
⑳
⑳

刷印

⑳ 手 交 文 書

⑱*レ コ ー ド ・テ ー プ

 

写複

音録

輸

送

系

話

育
育

教
教

校
会

⑳ 会

⑳ 菅学

⑳ 菅社

 

話対

育教

画

ッ
物

[

告
ボス
広外

劇
映
観
屋

ボ

を

キ

⑳
鐙
⑭

賞鑑

空

間

系

(注)*印 は マ ス ・メデ ィア
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(注)情 報流通センサス

情報流通センサスは,あ らゆるメデ ィアによる情報流通の量を共通の尺度で

計量 し,情 報流通の実態を情報流通量(供 給量,消 費量),情 報流通距離量及

び情報流通コス トという三つの要素から定量的かつ総体的にとらえようとする

ものである。

計量方法を定めるに当たっては,次 のとお りいくつかの前提を置いている。

① 対象は郵便(手 紙 ・はがき),電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジ耳ン放

送,新 聞,書 籍等の情報流通メデ ィアをはじめ,会 話,学 校教育,観 劇とい

った情報流通を含め,34種 類 とする。

② 各メディアの情報流通を,@言 語,⑤ 音楽,◎ 静止画,④ 動画の4つ のパ

ターンに分類 し,そ の間に 「換算比価」(例 えば テレビジ胃ン放送1分 間の

情報量ははがき何通分に相当するか)を 設定するとともに,各 メディアに共

通の単位として日本語の1語 を基礎としたワー ドとい う単位を設け,こ れに

よりすべての情報量を換算集計する。

また,「 白黒」と 「カラー1と いう情報量の差も同時に設定した。

③ 情報の持つ 「意味」あるいは 「価値」については計量の対象としない。

④ 電話,手 紙等のパーソナル情報流通 メディアでは供給情報量はすべて消費

されるものとする(供 給量=消 費量)。

⑤ 情報流通 コス トは情報を 流通 させる ために要した経費を表し,情 報の生

産,処 理に要する経費は含まない。

なお,本 調査における情報流通メディアは,流 通経路の物理的特性,流 通

の形態及び情報の表現形式により第1-1-12表 のように分類 した。これに

より各メデ ィアごとに限らず,各 体系別による現況及び将来動向の分析 ・比

較を行い,情 報化の指標を作ることなども可能となった。

2情 報流通の動向

(1)総 情 報流通量 の推移

総情報流通量(総 供給情報量 ・総 消費情報量)の 推移を40年 度を基準 とし

てみ ると第1-1-13図 の ようになる。

52年 度 の総供給情報量 は,4G年 度 に比べて約3.3倍 に なってい るが,こ れ

は年率に して約9.5%の 伸 びであ る。 これは,テ レビジ ョソ放 送番組 の カラ

_化 や,受 像機 の普及や,新 聞の部数 の増加,企 業におけ るファクシ ミリ通
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第1-1-13図 総情報流通量の推移

(40年度=100)

300
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数

40年 度 45

供給情報量

消費情報量

505152

信 の増大,デ ータ通信 の伸 びな どに よる ものであ り,我 が 国におけ る情報化

が生成期か らい よい よ成熟期に入 った ものといい うるので はなかろ うか。

一方
,消 費情報量につい ては,情 報を消費す る人 口の増 加率あ るいは,1

人 当た りの生活時間が1日24時 間 であ るとい う制約 に もか かわ らず,40年 度

のそれに比べて約1.5倍,年 率にす る と約3%の 安定 した伸びを示 してお り,

これ は我 が国 の情報化 の進展を考 える うえで注 目に値 す るであ ろ う。

この情報流通量 をメデ ィア グループ別 にみ る と 第1-1-14表,第1-1-

15図,第1-1-16図 の よ うに供給情報量,消 費情報量 ともに電気通信系 メ

デ ィアが大 きな割合 を占めてお り,な か で もテ レビジ ョン放送が総供給情報

量 の79.8%,総 消i費情報量 の60.2%を 占 め,量 的な面で の優位性を依然 と

して保 ってい るといえ よ う。

マス ・メデ ィア とパ ーソナル ・メデ ィアでは,マ ス ・メデ ィアが供給量,

消 費量 のそれぞれ97%,77%を 占 めてい る。
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メディアグループ別情報流通量の推移

年 度 供 給 情 報 量
(FS)ワ ー ド

消 費 情 報 量
(FC)ワ ー ド

電

気

通

信

系

40 5.25×IO16 5.68×1015

45 1.08×IO17 6.79×1015

50 1.60×lOl7 9.57×1015

51 1.69×IO17 1.00×lol6

52 1.78×IO17 1,05×1016

40 1.52XIO15 2.31×1014

輸
45 2.49×IO15 2.34×10エ4

送 50 2.78×1015 2.77×1014

系
51 3.Oi×IQ15 2,86×10L4

52 3.24×lO15 2.96XIol4

殉工

間

系

40 1.60 × 1015 5.30 × 1015

45 1.73 X lO15 5.38 × 1015

50 1.78 × 1015 5.49 × 1015

51 1.84 × 1015 5.59 × 10夏5

52 1.9! × 10見5 5.73 × lol5
一

第1-1-15図 総供給情報量に占める各メディアの割合の推移
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第1-1-16図

40年 度

論

総消費情報量に占める各メディアの割合の推移

↓

学校

テ レ ビ48.4% 会話27.8%14.6%
F
9.2%

1＼ 亀'・ 、: …

学校教育
その他

、
、

45 52.5% 27.1% 121% 8.3%

50 59.8% 22.7%105% 7.0%

51 597% 22.5%104% 7,4%

52 60.2% 22.5% 10.1% 7.2%

(2)情 報消費率の推移

情報の消費率(消 費情報量/供 給情報量)は,40年 度の20.2%に 対 し,45

年度では11,1%,50年 度では9.3%,51年 度では9.2%と 推移して きている

が,特 に40年度か ら45年度にかけて大幅に低下 し,か つ50年 度に初めて10%

を切 り,そ の後情報消費率はほぼ一定 となってきている。これは,大 量の情

報が供給されている反面その消費は10%を 切 っているとい う,大 量情報時代

に入った ことを示すものとみてよいであろ う(第1-1-17図 参照)。

第1-1-17図 情報消費率の比較(全 メディア)
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(3)情 報 流通 コス トの推 移

52年 度におけ る情報流通 に要 した総経 費は,34メ デ ィア合計 では,約23兆

2,000億 円 とな り40年 度 に比べて約3.5倍 に達 してい る。

これは,52年 度 の名 目国民総生産 の約12,1%に もな り,国 民1人1日 につ

き562円 を 情報流通のために支 出してい ることとなる。

なお,メ デ ィア別に情報流通 コス トをみる と,学 校教育,会 話等 の空間系

メデ ィアの比率が,全 流通 コス トの約61.4%と 高 く,逆 に ラジオ放送,テ レ

ビジ ョン放送等の放送系 メデ ィアの比率は低 い。特に,電 気通信系 メデ ィア

の全流通 コス トに占める割合 は約21.7%に す ぎず,コ ス ト面 におけ る有利性

が明 らか とな っている(第1-1-18表,第1-1-19表 参 照)。

第1-1-18表 メディアグループ別情報流通コス トの推移

年 度

電

気

通

信

系

輸

送

系

空

間

系

40

45

50

51

52

40

45

50

51

52

40

45

50

51

52

情報流通 コス ト
◎ 円

8.69×1011

2。05×1012

3.75x1012

4。24×1012

5.03×1012

2.15×1012

2.69XIO12

3.34YlO12

3.77×1012

3.93×1012

3、51x1012

5.30×1012

1.03×10【3

L21×io13

1.42x1013
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第1-1-19表52年 度 における主なメディアの情報流通コス ト

メ デ ィ ア 情報流通 コス ト(円)

ラ ジ オ 放 送 4.67×1010

テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 6.44×10H

会 話 6.37×Iol2

学 校 教 育 6.51×1012

34メ デ ィ ア 合 計 2.32×lol3

(4)情 報流通距離量と情報流通単位コス トの推移

第1-1-20図 は主たる情報流通メデ ィアについて,縦 軸に情報流通距離

量,横 軸に情報流通単位 コス ト(情報流通コス ト/情 報流通距離量)を とり,

40年 度から52年度までの推移をみたものである。

第1-1-20図

1018

1017

1016

情1015

報
流

通1014

距
離

量1013

1012

1011

ワ ー ド・km

1010

情報流通距離量と情報流通単位コス トのメディア別推移

(40～52年 度)

10-710一610-。10-41r310-210-10101

円/ワ ー ド・km情 報 流 通単 位 コス ト

(注)10の ぺ き乗 単 位 を 便 宜 的 に 等 間隔 で とっ て い る。
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全体 としては右側 に向か うメデ ィァが多いが,こ れ は情報流通単位 コス ト

が年 々上昇 していることを示 している。上方 に向か うメデ ィアは情報流通距

離量 が増 えてい るメデ ィアであ り,特 に伸びが著 しい メデ ィアは,自 営デ ー

タ通信,フ ァクシ ミリ等であ る。 これ らは情報流通距離量 が大幅に増加 する

中で,単 位 コス トも下が ってい る。逆 に,電 報 ・映画等 は情報流通距離量 が

低下 し,ま た情報流通単位 コス トも上昇 してい る。

この よ うに,こ の図か らは,伸 びがみ られ るメデ ィアが ある反面,下 降す

る メデ ィアがみ られ るな ど各 メデ ィアの将来動 向 と,メ デ ィア全体 の構造変

化 の様相が示唆 されてい るもの と考 えられ よう。

3我 が国の情報化の展望

以上,情 報流通を その情報流通量,情 報の消費率,情 報流通の コス ト面

と,そ れぞれみてきたが,我 が国においては情報化が電気通信 メデ ィア,と

りわけマス ・メデ ィア主導で推移してきたことは明らかであ り,こ の傾向は

今後も当分の問続 くものと思われる。しかしながらマス ・メデ ィアが中心的

な役割を果たしているこのような情報流通の状況の中で,近 年,自 営データ

通信,フ ァクシミリ通信,電 話等双方向通信を特徴 とする電気通信系のパー

ソナル ・メデ ィアの発展が注 目される。

こうした動 きは,マ ス ・メディアを中心とした一方向的な送 り手主導型の

情報の流れの中で,情 報の受け手側の意思が反映される双方向的な情報の流

れの増大を暗に示しているものと考えられよう。

既にみてきたように我が国の情報化は,マ ス ・メデ ィアを中心とした大量

の情報が流通してお り,こ のような時代においてはますます画一的でない,

個々の要求に応 じた,よ り詳細な情報ニーズが優先されるようになると考え

られる。

このようなす う勢の中で,キ ャプテソシステムの実験が近 く開始 される等

個別情報を提供する新しいメデ ィアの開発が行われていることは,今 後の我

が国における情報化の方向を示すものとして注目され よう。
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第3節 諸外国における情報通信の動向

情報化社会の進展,と りわけ通信固有の国際性から諸外国及び国際機関に

おける情報通信の動向は我が国に大きな影響を及ぼしている。

以下,欧 米諸国を中心とする最近の主な動向を紹介する。

1通 信政策及び事業運営をめ ぐる動向

(1)米 国通信法改正論議

米国における通信政策をめぐる最近の大きな動きは,通 信法改正作業であ

る。

1978年6月 下院通信小委員会へ提出された1978年 通信法案は,現 行1934年

通信法の全面改正をめざす画期的内容を持ったもので通信産業界に大 きな反

響を呼び起 こしその帰す うが注 目されていたが,審 議未了で廃案 となった。

しかし,そ の内容と審議結果を踏まえて,1979年 の第96議 会には新たに上

下院合わせて三つの改正案が提出され審議が開始された。これ ら3法 案及び

1978年通信法案と現行法 とを 主要内容について 比較 したものが 第1-1-21

表である。

改正法案は,い ずれ も基本的方向として 現行法下の各種規制の廃止 ・緩

和,す なわち一層の競争促進政策の追求をめざしてお り,そ の一方では競争

のみでは必ずしも達成できない公共の利益への補償措置 も考慮 している。 こ

の意味において,こ れら改正法案が独占か競争かのこれ までの論議の集大成

であるといえる。

電気通信分野において,1960年 代末頃からFCCは 強力な競争政策を推進

してきた。 カーターホン裁定,MCI裁 定,オ ープンスカイ政策,専 用線の

共同使用及び再販売の制限を解除するタリフ(料 金表)の 改訂命令等がそれ

である。これに対して,ア メリカ電話電信会社(AT&T)を は じめとする

既存電話会社は,FCCの 競争促進政策が市内電話サービスの料金値上げに
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結びつ き,公 共の利益に反することになるとの主張を続け,1976年 議会には

電気通信分野における競争の制限を目的として 「消費者通信改革法案」を提

出した。この法案は多 くの論議を呼んだが,結 局廃案となった。

これ らの背景を踏まえて,新 しい3改 正法案における通信事業に関する規

定を見ると,共 通的に,① 競争的通信事業者に対する規制の緩和をめざして

いる,② 独占的通信事業者が通信付随サービス(通 信機器の製造 ・販売,情

報処理等)を 提供することを条件付なが ら認めている,③ 接続料等により市

内電話会社の財政の補助をはかろうとしていることが注 目される。

放送に関する規定を見ると,3改 正法案は,程 度に差はあれ,緩 和の方向

にあ り,① ラジオの免許期間を無期限にする,② テレビの免許期間の延長を

はかっている,③ 周波数の使用者に対価を求めていることに共通性がある。

(2)ユ ネスコの動き一 マスメデ ィア宣言の採択等

1978年11月28日,第20回 ユネスコ総会本会議においてマスメデ ィア宣言が

採択 された。これは,1972年 の総会における作成決議に基づき作業が進めら

れていたものである。 マスメディア宣言の正式名称は,「 平和及び国際理解

の強化,人 権の促進並びに人種差別主義,ア パル トヘイ ト及び戦争の扇動へ

の対抗に関するマスメデ ィアの貢献についての基本的原則に関する宣言」で

ある。同宣言は前文と11条 の条文からな り,平 和及び国際理解の強化等のた

めのマスメディアの貢献及びこのための必要手段等を うたい,第1条 におい

て平和及び国際理解の強化等のために.は「報道の自由な流れ及び一層広いか

つ一層均衡のとれた情報の伝播が必要である。このためにマスメデ ィアは指

導的な貢献を果たす。」と宣言している。

マスメデ ィア宣言とは別に,コ ミーニケーション問題研究国際委員会(通

称マクブライ ド委員会)が1978年9月 に 「現代社会におけるコミュニケーシ

ョソ問題に関する中間報告」を発表 した。同委員会は1976年 のユネスコ総会

の決議に基づき,コ ミュニケーション分野の現状と諸問題の研究を目的とし

ユネスコ事務局長が設置した国際委員会である。中間報告は,コ ミュニケー

ションの現状 と問題点に対する総合的,体 系的アブ目一チを行ってお り注 目
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第1-1-21表 米国における通信法改正法

＼ 内容別

法(案)前＼

現行1934年
通 信法

下 院1978年

通 信法 案

(HRI3015)

下 院1979年

改正 法 案(
HR3333)

上 院1979年

改正 法 案

(S611)

上 院1979年

改 正 法 案

(S622)

組 織

無線及び有線に
よる通信の一元
的規制機関とし
てFCC(連 邦
通信委員会)を
設置。

FCCに 代わる

法実施機関とし
てCRC(通 信

規制委員会),政
府政策機関とし
てNTA(電 気

通信庁)を 設置。

同 上

現行法どお り。

現行FCCの 中
に規制緩和局を

新設。

通信事業者に関する規定

州際通信及び国際通信については連邦
が規制し,州 内通信について

は州が規制する。

通信事業者が設備製造を行うこと
については無規制。

規制を受けないサーAT&Tは,
ビスの市場に参入不可(1956年 同

意審決)。

通信事業者は,子 会社を介して通
信付随サービスの提供可能。
独占的通信事業者の通信設備製造
への従事不可。

通信事業者は,通 信付随サービス
を提供可能。
独占的通信事業者を除 く市外通信
事業者への規制を緩和。
10年後には市外通信事業老への規

制を廃止。

通信事業者を第1種(競 争的)通
信事業者と第2種(独 占的)通 信
事業者に分類。
第1種 通信事業者の通信付随サー
ビスの提供は無規制であるが,第
2種 通信事業者は子会社を介する。

通信事業者は独占サービスと他の
電気通信サービス双方の提供可能

(両サービス間の資金移転不可)。
通信事業老の電気通信以外の業務
への従事可能。

市内電話会社へ
の財政的補助

内

び
間
及
手

州
及

の
入
計

,際

と
収
分

∂

し
し
州
信
る

の
る

な
だ
と
通
け
費
あ

定
た
信
際
お
経
が

規
ー
通
国

に
び
続

に
通

す
普
償

。
が

備
外
課
る
補
助
C

設
市

に
よ

ス
補
R

換
る
者

に
ビ
ら
C

交
す
業
料

一
か

は

。

内
続
事
続

サ
金
金
理

市
接
信
接
遍
基
基
管

市内電話会社が
接続料を課す こ
とを認める。
州がこれについ
て監督。

市外通信事業者
は接続料を支払

う。
この他,市 外通

信事業者に課す
付加料が分配さ
れる。
連邦 と州の合同
委員会が管理す
る。

市外通信事業者
は接続補償料を
支払う。

(注)各 改正法案の()内 は法案番号である。
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案等の主要内容

ラジオ放送
テ レビ ジ ョン

放 送

免許期間3年 。免
許記載事項に反する運用,法律
規則違反等の場合免許取消
。
公平原則,平 等時間規制,個
人攻撃規則,平 等雇用機会規
則等の規制がある。

期

技
等

無

は
反

間

因
違

。

期

原
準
定

許

。消
基
限

免
限
取
術
に

同 上

免許期間無期
限。
その他の規制
は現行法どお
り。

周波数監理

免許を受ける時
に支払 うのは手
数料のみ。

に

。気
け
管

者
す
電
設
が

用
課
り
を
C

使
を
よ
金
R

。

数
料
に
基

C
る

波
許
れ
信

。す

周
免

こ
通
る
理

年
後

。
平
規

5
年

限

,
の

。

間

-o
期
則
等
和

期
行
無

原
間
緩

許
施

は
平
時

の

免
法

に
公
等
制

2
後

廃

を

の

の

許
そ

。
間

免

い
限
時

年
行
期
等

制規の

。

他
和

。
の
緩

5
回
無

平
止
そ

の

免許期間5年 。
その他の規制
は現行法 どお
り。

,
よ
と

は
に
年

間
模

5

期
規

～

許
場

3
る

の
現

免
市
り
す
そ
は
り
和

制
お
緩

規
ど

し

。

の
法
だ
討

。
他
行

た
検,を

期無間期

の

。
個
は

等
止

,則

則

廃
間
規

原
を
時
離

O

許

。平
制
等
攻
る

免
限
公
規
平
人
残

周波数使用老に
周波資源料を課

す。
法施行後10年 間
年!o%ず つ 増
加。
国の一般財源と
する。

周波数使用者に
公共資源料を課

す。
国の一般財源と
する。

FCCは 通信法
に規制される者
に手 数 料 を課

す。

国際電気通信

規定なし。

国際電気通信施
設計画を調整す
るための作業部

会を設置する。

同 上

国際電気通信施
設の計画,建 設,
運用を行 う非営
利法人を設置す
る。

FCCが 管轄す

る合衆国国際電
気通信施設計画
を策定する。

CATV

及

は
の
は
連
有

件
制

こ
定

で
を

条
規

。規
例
権

架

の
先

は
判
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に値する。中間報告は第20回 総会に提出され ,各 方面か ら意見が出された。

なお,1979年 中に最終報告書がまとめられる予定となっている。

他方,ユ ネスコは,コ ミュニケーション政策に関する政府間の地域会議を

開催 しているが,こ のアジアオセアニア地域の会議が1979年2月 にクアラル

ンプールにおいて開催され,コ ミュニケーション問題について討議が行われ

た。

ユネスコはマスコミに関しては,そ の憲章にもうたわれているとお りユネ

スコの目的達成のための重要な手段 として,従 来から強い関心を持ち種々の

活動を行ってきているが,こ こ10年 の間に,広 くコミーニケーショソー般に

ついて幅広い活動を行 うようになってきている。

また,ユ ネスコの諸会議においては,開 発途上国と先進国との間における

情報流通のアンバランスの是正等をめざして 「新国際情報秩序」を求める主

張がみ られる。

(3)プ ライバシー保護立法化の動向

高度情報処理システムの発達に伴 う問題点として,蓄 積された個人情報が

本来の目的外に使用 された り,第 三者に渡 るなどにより本人 のプライバシー

を侵害する可能性等が指摘され,欧 米諸国において,相 次いでプライバシー

保護法あるいはデータ保護法と呼ばれる法制度が確立されつつある。1978年

においては,新 たにフランス,オ ース トリア,デ ンマーク及びノールウェー

において保護法が制定された(第1-1-22表 参照)。

これ らの法制度の内容をみると,① データ保護のための監督機関の設置,

②個人情報システム設置の規制(許 可か届出),③ データ提供の規制,④ デー

タの維持管理義務,⑤ 個人情報システムの存在,内 容等の公示,⑥ 個人のデ

ータ閲覧 ・訂正請求権等の規定がみられる。

他方・これら各国の規制の調和を図 り,規 制の相違によるデータ流通の障

害化を防 ぐなどの目的のもとに,経 済協力開発機構i(OECD),欧 州評議会,

北欧評議会,欧 州共同体等国際機関によっても,国 際協定の作成等の作業が

進められている。
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主要国におけるプライバシー保護立法化の動向

ス ウ ェ ー デ ン

米 国

西 独

カ ナ ダ

「データ法」を1973年5月 に制定。世界最初の自動処理に伴 うプ

ライバシー保護法である。その監督機関,デ ータ検査院が厳格な

法運用を行っている。

「プライバシー法」を1974年12月 に制定。その対象は連邦政府の

個人情報処理,更 に民間部門も対象とした法制を検討中。

「データ処理における個人に関するデータの濫用防止に関する法

律」を1977年1月 に制定,連 邦法のほか,ヘ ッセソ州をはじめ州

レベルの保護法もある。

1977年7月 に制定した「カナダ人権法」の第4章 個人情報の保護に

より取 り扱っている。連邦政府の個人情報処理を対象としている。

・ ラ ン スi 「情報の処理,蓄 積と自由に関する法律」を1978年1月 に制定。

ノ ー ル ウ ェ ー 「個人データの蓄積に関する連邦法」を1978年6月 に制定。

デ ン マ ー ク
「個人データの蓄積等に関する法律」及び 「公的機関による情報

の蓄積に関する法律」を1978年5月 制定。

オース トリ烈 「個 人 デ ー タ の保 護 に 関 す る法 律 」 を1978年10月 に制 定 。

英 国
何度か議会に法案が提出され,ま た政府もヤンガー委員会,引 き

続 きデータ保護委員会を設置する等検討を行っている。

このうち,OECDに おいては,そ の科学技術政策委員会の情報 ・電算機 ・

通信政策作業部会(ICCP)が,各 国の国内法制の調和に資するため,越 境デ

ータ流通,個 人データ及びプライバシー保護を規定する基本原則に関するガ

イ ドライン作 りを行っており,1979年 中に作業が終了する予定である。

欧州評議会においては,そ のデータ保護専門家委員会において,国 外にお

けるデータ処理及び越境データ処理に関するプライバシー保護についての協

定作 りを行っている。順調にいけば1979年 中に成立の運びになるといわれて

いる。

(4)英 国郵電公社の分離論議

英国郵電公社(BPO)の 経営形態等についての見直し論は,こ れまでにも

郵電事業利用者全国協議会をはじめ多方面から出ていたが,こ れに対し議会
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に郵電公社調査委員会(カ ーター委員会)を 設置 し,BPOに ついての調査・

検討,勧 告を求めた。カーター委員会は,1977年7月 議会へ報告書を提出し

たが,こ の中で,BPOの 郵便事業 と電気通信事業を分離すべ きであると勧

告した。郵便事業は労働集約的であるのに対 し,電 気通信事業は資本集約的

であって両事業には基本的相違があり,こ の二つの事業を効率的に管理する

ためには分離することが必要であるとし,BPOを 郵便業務,窓 口業務及び

振替 ・為替業務を所管する郵便公社 と,放 送を除いた電気通信業務(デ ータ

処理業務を含む。)を所管する電気通信公社に二分すべきであるとした。

これに対して産業省は,1978年7月,BPOに 関す る白書を発表し,BPO

の分離問題についての決定を延期 した。 その理 由については,BPOが 現在

2年 間の産業民主主義化の実験を行っている段階であ り,そ の結果が出るま

で分離問題について最終決定を行わない と伝えられている。産業民主主義化

は1978年1月 か ら,中 央に経営側7名,労 働組合側7名 及び中立代表5名 に

より構成 され る経営委員会を設置し実施されているものである。

分離問題は,ひ とまず暫定的決定がなされたわけであるが,BPOの 労働

組合の一部には分離に賛成する動きもあ り,今 後の成 り行 きが注 目され る。

2新 サ ービスの開発計 画 とその動 向

(1)ビ デ オテ ックスの本格サ ー ビスと各 国の動 き

英国郵電公社(BPO)は,1978年6月 か ら 行 っていた実験 に引 き続 き,

1979年3月27日 か らプ レステル(PRESTEL)の 本 格 サ ービス開始に踏み切

った。

実験は,ロ ン ドンにセ ンタを置 きロン ドン,バ ー ミンガム,ノ ーウ ィッチ

の3都 市で行 われ,そ の利用 状況は業務用 が1日2～3時 間,住 宅 用が1日

30分 ～1時 間 とな ってお り,最 もよく利用 された情報 は交 通機 関の時刻表 と

クイズゲームであ る。本格 サ ービス開始時 点での情報量 は14万6千 ペ ージで

情報提供者160社 に よ り提供 され ている。

そ の他 の国 の開発計画 をみ ると1979年 末 に 我が国 の キ ャプテ ン(CAP.
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TAIN)が 実 験を開始す るのをは じめとして ,1980年 に は,フ ランスのテ レ

テル(TELETEL),西 独 のピル トシル ムテキス ト(BILDSHIRMTEXT),

カ ナ ダのテ リ ドン(TELIDON)と ビスタ(VISTA)が 実 験を開始 する予定

である。

こうした各国 の急激な動 きに対応 して国際間で の検討や 標準化活動が活発

に行われ てい る。CCITTのSGIで は ビデオ テ ックスのサー ビス と運用面

につい て,SG皿 で は技術面について それぞれ検討課 題を設定 して審議を行

ってい る。 また,OECDで も情報 ・電算機 ・通信政策 作業部会 の中で ビデオ

テ ックスの社会的影響等 の検討 を開始 してい る。

なお,諸 外国における 主要 な ビデオテ ックスシステ ムの 開発動 向等は 第

1-1-23表 の とお りである。

第1-1-23表 諸外国における主要なビデオテ ックスシステムの開発動向

シス テ ム名

サ ー ビス名

プ レス テ ル

(PRESTEL)

テレテル

(TELETEL)

ビル トシル ムテ キ ス ト

(BILDSCHIRMTEXT)

ビ ス タ

(VISTA)

テル セ ッ ト

(TELSET)

デ ー タ ビジ ョ ン

(DATAVISION)

パ ブ リ ッ ク ・ビ ュ ー デ ー タ ベ ー ス

(PublicViewdatabase)一

国 名

英 国

フ ラ ン ス

西 独

カ ナ ダ

フ ィ ン ラ ン ド

ス ウ ェ ー デ ン

オ ラ ン ダ

機関名

郵電公社

郵 電 省

郵 電 省

ベ ル カ ナ タ

郵 電 庁

電気通信庁

郵電総局

開 発 状 況 等

1978.6～ 実 験

1979.3～ 本 格 サ ー ビ ス開始

情 報 提 供 業 者164社

情 報 量14万6千 頁

端 末 数1,256

1980.10実 験 予 定

情 報 提 供 業 者 約100社

端 末 数 約3,000
1982/1983商 用 化予 定

1980実 験予 定

情 報 提 供 業 者140社

端 末 数3,000
1982商 用 化予 定

1980実 験 予定

端 末 数 約2,000
1981商 用 化 予 定

1978,6～ 実験

端 末 数30
1980商 用 化 予 定

1978.9～ 実 験

情 報 提 供 者

端 末 数

5

0

2

0

1980/1981実 験予 定

情 報 提供 者20
端 末 数2,500
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(2)急 展 開を始 めた電子郵便 サー ビス

電子郵便 は 第1-1-24表 に示す ように米 国の メール グラムに代表 され る

テ レタイ プ型の もの と欧州で試行 的に行 われ てい るファクシ ミリ型 のものが

よ く知 られ ている。

こ うした中で,米 国郵便事業(USPS:UnitedStatesPostalServ量ce)は

ECOM(ElectronicComputerOriginatedMai1)と 呼 ばれ る国 内電子郵便

サ ー ビス のため の契約 を ウエ スタン・ユニオン電 信会 社 と締結 した。ECOM

は,12～15か 月 の試行 ののち 約3年 間 の運用サ ー ビスに移行す る計画 であ

る。

これ は郵便物 の作成にあた って,既 に電子計算機を利用 している企業 を対

象 としてお り,メ ッセ ージは差 出人が準備す る磁気 テープ等か らECOMシ

ス テ ムの電子計算機 に入力 され全国25か 所 のECOM取 扱 郵便 局にそれ ぞれ

伝 送 され たのち高速 プ リンターによってハ ー ドコピーに変換,封 入 され,通

常郵便物 として配達 され るシステムになっている。

この サ ー ビスは 全国50州 における 翌 々 日配達を 保証す る もので,直 接

ECOMシ ス テムに メ ッセ ージを入力で きる能力を有す る企業は,750社 以上

あるものとみ られ ている。料金 は通信量 によ って異 な るが1メ ッセ ージ当た

り30～50セ ン トに予定 され ている。

一方
,INTELPOSTと 呼 ばれ る国際電子郵便 サー ビスが コムサ ッ トの協

力を得て開発 されてい る。 これ は1978年5月 のパ リにおけ る第1回 電子郵便

国際会議 での米国 の提案に基づいて,フ ランス,英 国,西 独,オ ランダ等が

参加 を表 明し,1979年7月 か ら公開実験 が行 われ,そ の後1年 間 の試行サ ー

ビスが予定 され てい る。米国か ら発 信 され る郵便物は ニュー ヨー クまた は ワ

シ ン トンのINTELPOST局 に集め られ ,フ ァ クシ ミリによって コムサ ッ ト

地球 局に伝送 され,イ ンテルサ ッ トIV-A衛 星経 由で各国 のINTELPOST

局 に 送 られたのち印刷 され,普 通郵便物等 として配達 され る。 これ によって

米国で正午前に発 信 され るメッセージは同 日の業務終 了前 に行動 が とれ る よ

う欧州 で受け取 ることが可能になる。 なお,料 金 はA4判1ペ ージが5ド ル
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区別

(国別)
サービス名

開 始 時 期 サービスエ リア 通 信 方 式 配 達 方 法 所 要 時 間 運 営 主 体

メ ール グ ラム 1970年1月 米 国 本 土 テレタイプ型 優先扱いで配達 午後7時 までに 米国郵便事業と

(米 国) か ら実施 受け付けたもの ウ エ ス タ ン ユ ニ

を翌 日配達 オン電信会社の

共同実施

テ レ ポ ス ト1972年10月 ほ ぼ 全 土 テ レタイプ型 速 達 配 達 翌 日 配 達 カナダ郵政省と

又は(
カ ナ ダ)か ら実施 普 通 配 達 同 日 配 達 民間通信会社

テ レ レ タ ー1973年6月 ス トヅ クホル フ ァ ク シ ミ リ型 速 達 配 達 到 着 後2時 聞 以 郵 政 庁

ム,ゲ テ ボル

(ス ウェ ーデ ン)か ら試 行 グ等lo都 市

(民間会社に一
窓 口 交 付 内に配達 部委託)

テ レ コ ピ_1974年9月 パ リ,マ ルセ フ ァ ク シ ミ リ型 窓 口 交 付 郵便 電気 通 信 省

(フ ラ ン ス)か ら試行 イユ等24都 市

電報配達員によ 普通配達は翌々
る配達 日 の電気通信総局

普 通 配 達

ファクソグラム1976年5月 ベルヌ・ジュ ファクシミリ型 速 達 配 達 受付後配達まで 郵便電気通信省

ネーブ等6都 窓 口 交 付
(ス イ ス)か ら試行 市 普 通 配 達1～2時 間 の電気通信部門

目
矧

嵐
莇
輝
q
蕗
鑑
誉
㊦
曲

1976年11月 調 査
心
刈
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と予定 され てお り,取 集及 び特別 の配達 のサ ー ビスを受け るときは,そ の料

金 を支払 う必要が あるとしてい る。

USPSは また,一 般市民 又は企業が郵便局 に手紙を持参 し,そ れを機械に

入れ ると機械が手紙を開封,走 査 し,電 子イ ンパルスに変換す るシステ ムを

現在研究 中で ある。 これは長距 離電話回線,衛 星,ケ ーブルテ レビ回線又は

FM無 線に よって遠 隔郵便局 に送 られ,郵 便局 では高速 プ リンタ ーが元 の手

紙 のハ ー ドコピーに再 変換 しそれを密封す る。次いで,そ の コ ピーがUSPS

に よ って配達 され るもので ある。

この計 画中の システ ムは,EMSS(ElectronicMessageServiceSystem)

と呼 ばれ てお り,競 争 の激 しい電気通信市場にUSPSが 進 出す る ことにつ

いて,様 々な波紋が呼び起 こされてい る。

(3)デ ィジタル ・デー タ網サー ビスの進展

米 国で はテ レネ ッ ト社が テ レネ ッ トプ ロセ ッサTP4000の 開 発 に伴 い,

1978年7月 か ら新 しい タ リフの もとで専用 パ ケ ット交換サ ー ビス等 のサ ー ビ

スを行 ってい る。 なお,同 社は競争 の影響を受けて,累 積 赤字が増大 した こ

ともあ って,GTE社(GeneralTelephoneandElectronics)に 買 収 され

100%子 会 社 となった。

また,タ イ ムネ ッ ト社 はOn-Tymeサ ー ビス と呼ばれ るメ ッセ ージ交換

サー ビスを提供 しているが1978年8月 に,新 機能 を追加 した 「タイ ムネ ッ ト

H」 とい うパ ケ ッ ト交換サ ー ビスを発表 した。 これ は,内 部 変換イ ンタフェ

ース ・システムを用いてお り,プ ロ トコルの異 なった非 同期端 末や コンピュ

ータ との相互接続が可能 となってい る。

一方
,AT&Tの 回線交換サ ービスDSDS(DataphoneSwitchedDigital

Service)は1977年6月 に,27都 市 で提 供す ることをFCCか ら認 め られ た

が,サ ー ビスの開始につい ては,サ ー ビス費用記録 システムが認 め られ た後

で なければな らず,そ の システ ムの妥当性をめ ぐってFCCで 審 理 中で ある。

また,1978年7月 にはパケ ッ ト交換方式 による 公衆 デ ータ交 換網 であ る

ACS(AdvancedCommun1cationService)の 認 可をFCCに 申 請 した。 こ
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れ は,会 話型 の通信,リ モー トバ ッチ用の通信,フ ァクシ ミリ通信,高 速 デ

ータ通信等 ,あ らゆ る分野の要求にこた えることができる特性を 備 え て お

り,FCCの 認 可が下 りれば,ACSの タ リフを提出する予定で ある。最近 に

なってFCCはAT&Tを は じめ とす る電信電話会社に対 し別会社を通 じて

デ ータ通信等 への進 出に仮認可を与 えることを決定 したことか ら,ACSに

つ いての認可 も間近い もの とみ られ てい る。

カナ ダで はインフ ォスイ ッチ(Infoswitch)と 呼ぽれ るディジタル ・デー

タ交換サ ー ビス の う ち 回線交換サ ー ビス で あ る インフ ォエ クスチ ェンジ

(Infoexchange)と ネ ッ トワークの交換機側でパ ケッ ト化 を行 うイ ンフォコ

ール(lnfocall)の 商 用サ ービスを1978年8月 か ら開始 した
。なお,ユ ーザの

デ ータ端末装置側 でパ ケッ ト化を行 うイ ンフ ォグラム(Infogram)に つ いて

はサ ー ビスが遅れてい る。

フランスでは,1973年11月 に 計画 されたパ ケッ ト交換 網 トランスパ ック

第1-1-25表 各国におけるディジタル ・データ網サービスの現状

国 名 事 業 者 サ撫
名繍 方式区分

米 国 テ レ ネ ッ トTELENET

グ ラフ ネ ッ トGRAPHNET

タイ ム ネ ッ トTYMNET

1975.8パ ケ ッ ト交 換

1975.1〃

1977.4"

カ ナ ダ TCTS

CNCP

デ ー タ ・パ ッ ク

イ ン フ ォ・ス イ ッチ

1977.

1978,

6

8

パケット交換

回線交換/

パ ケット交換

西 独DBP テ レ ッ ク ス ・デ ー タ1975.

統 合 網

回 線 交 換

フ ラ ン スPTT ト ラ ン ス パ ッ ク 1978.12パ ケ ッ ト交 換

北 欧4か 国

ア

ス ウ ェー ア ン

フ ィ ン ラン ド

ノー ル ウ ェー

1979.

1979.
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(TRANSPAC)の サ ー ビスが,1978年12月 に開始 された。 トランスパ ック

網 の運営 につ いては,ダ イナ ミックで柔軟性 のあ る運営を行 うため,国 が67

%,民 間 が33%の 割 合で資本を所有 す る混合会社 の トランスパ ック社 にゆだ

ね られ ている。

ヨー ロッパ共同体(EC)の 閣僚 会議 で1971年6月 建設が決定 された ユ ー

ロネ ッ トは1979年4月 にEC加 盟9か 国間で国際 パケ ッ ト交換サ ー ビスを開

始 し,1980年 代 には各国のデータ交換網 との接続 を行 うこ ととしている。 ま

た,北 欧公衆デ ータ網 もデ ンマー クをは じめ として各国でのサ ービスが予定

され てい る。

各国の デ ィジタル ・デ ータ網 サー ビスの現状は 第1-1-25表 の とお りで

ある。

(4)急 速 に進む国内通信衛星の放 送番 組中継へ の利用

米国では国内通信衛 星を利用 した各種 のテ レビサ ー ビスが こ こ数年盛 んに

行われ るよ うにな って きている。米 国内各州 の放送局,ケ ーブルテ レビシス

テムに対 して番組 の配給 を行 ってい る国 内通信衛星は,RCAア メ リコム社

のサ ッ トコム1号 と2号,ウ ェスタソユニオソ社 の ウェスター1号 と2号 で

あ る。

公共テ レビの全米 ネ ッ トワー クで あるPBS(PublicBroadcastingService)

で は,1978年3月 に国 内東南部の25局 に対す るネ ッ トワー クサ ービスが従来

の地上 回線利用か ら衛星利用に切 り替え られたのを は じめ として,1979年 初

めには全面的 に衛星の利用に切 り替え られた。そ の他3大 ネ ッ トワークをは

じめ として米国内の合計10の 独立商業 テ レビ局に よって結成 されたITNA

(IndependentTelevisionNewsAssociatioR)や 米 国 内のスペイ ソ語 人 ロ

向け の番組 を 放送 している 合 計15のUHFテ レビ局 の 協 会 であ るSIN

(SpanishInternationalNetwork)等 は随 時衛 星を利用 してい る。

また,1972年11月 に 米国最 初のペイ ケーブル ・サ ービス として発足 した

HBO(HomeBoxOffice)は1975年 に 衛星の利用 をは じめ,現 在,全 米45州

及 び プエ ル トリコの500以 上 の コ ミ凸ニテ ィのCATVに 対 して,合 計250の
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衛星受信専用地球 局を通 じて番組を配給 している。HBOを は じめ とす るペ

イ ケーブルは国内通信衛星 と小型で低 コス トの受 信専用地球局の利用 によっ

て米国内のいかな る地 域にあるケーブル システムに対 して も,ご く安い費用

で,し か も柔軟な編成 に よ り番組を送信す ることが可能になった。 これに伴

い一時停滞 していた ケーブルテ レビの成 長が再び伸びを取 り戻 し て き て い

る。

一 方
,独 立 商業 テ レビ局 の一つであるWTCG-TVは,1976年12月 か ら

サ ットコム衛 星を利用 してケーブルテ レビシステムに対す る番組 の送信を始

めてい る。 これ はスーパーステーシ ョンと呼ぽれ,サ ービスの開始後1977年

に は加入者が110万,1978年 に は240万 世 帯 に増加 した といわれてい る。

こ うした,ケ ーブルテ レビと衛星の ドッキン グによって1980年 代 は多様 な

サ ービスが提供 され,視 聴老 の細分化が相当進む ものとみ られ てい る。

その他の国をみる と,カ ナダでは,従 来マイ クロ回線のない地域 には,ビ

デオ ・テ ープを空輸 して再生す るサ ービスを行っていたが,カ ナダ放送協会

(CBC)は ア ニク衛星を利用 してこ うした地 域にサー ビスを提供 してい る。

また,ソ 連ではエ クラン衛星を利用 して孤立化 した社会,ノ ボシ ビルス ク

とイル クーツクの間及 びモン ゴル北西部 の地域 に対 してテ レビ番組 の直接伝

送を実験 的に行 ってい る。

(5)そ の他 の動 向

世界 最 大 のCAIシ ス テ ム(ComputerAssistedInstruction)で あ る

PLATOシ ス テムはイ リノイ大学で1960年 か ら開発が進め られ て来 たが,コ

ソピュータ メーカーで あるCDC社 が その全 ライセンスを購 入 し,1978年 か

ら米国及 び欧 州に5つ のセ ンタを設置 して商用サ ー ビスを開始 してお り,そ

の動 向が注 目され てい る。

再 送信を主 として発展 してきたCATVサ ー ビス も双方向通信機能を備え

た第3世 代のシステムと して,今 後 の成 長が期待 されている。米国 のコロン

バ ス市では1977年12月 か らキ ューブ(QUBE)と 呼 ぽれ る双方 向CATVサ

_ビ スが行われてお り加入者数は2万7千 世帯に達 している。 この システ ム
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では30チ ャソネルの番組を放送するとともに世論調査やマーヶットリサーチ

が可能であ り,1979年 の後半までには,テ レコン トロールによる防災防犯用

のホームセキュリティサービスも提供される予定になっている。

米国における衛星通信市場は,サ テライ ト・ビジネス ・システム社(SB

S)の 他にゼ 召ックス社も進出を計画してお り白熱化 してきている。SBS

は,衛 星の打上げを1980年 末に,商 用サービスの開始を1981年 に予定し準備

を進めているが,1977年1月 のFCCの 認可に対 しワシソ トンの連邦控訴裁

判所は公聴会を行わず して認可すべきではなかったと認可の再審をFCCに

命 じてお り,新 たな障害を乗 り越える必要がでて きている。 また,ゼ ロック

ス社は,SBSよ りも安価で単純かつ低速なシステムとして中小市場に的を

絞ったXTENと 呼ばれるシステムを計画している。 これは256Kビ ット/

秒の高速で,デ ータ伝送,文 書伝送,会 議電話サービス等を行 うもので,FCC

の認可が下 りれば1981年 後半にサービスを開始 し,最 終的には全米約200の

主要都市にまでサービス網を展開する計画である。 このシステムの特徴は衛

星回線を使用するほかに市内伝送のためにマイク戸回線を使用す ることであ

るが,申 請 している周波数帯域は現在特殊な産業用の移動無線用に割 り当て

られてお り,FCCの 認可の行方が注 目されている。


